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　日本経済の先行きは、インフレと円安の動向に強く影響されます。名目
GDPは物価上昇を背景に拡大していますが、実質成長率は1％前後にとど
まっており、成長の多くはインフレによる押し上げによるものです。物価に
ついては、コアコアCPI が2％を超える水準で安定的に推移しており、企業
のインフレ期待も徐々に定着しつつあります。一方で、実質賃金の伸びは鈍
く、個人消費も実質ベースでは横ばいに近い状況が続いています。円安は
輸入価格を押し上げて生活コストを高める一方、海外からの収益を増やす
効果もあります。このため、一定のインフレは今後も続く可能性があります。
　財政面では、インフレによる税収増などにより基礎的財政収支が黒字化
し、債務残高の対GDP比も改善しています。社会保障では、年金に加えて、
医療費の伸びもGDP成長率を下回ることで相対的な負担は軽減されてい
ます。ただし、医療費の伸び抑制は医療機関の経営を圧迫する懸念もあり
ます。また、保険料率の上昇を抑える政策により、支出全体が抑制される仕
組みが強まりつつあります。
　一方で、金融政策と財政の調和、国債増発と日銀の保有縮小に伴う金利
上昇リスクなど課題は残ります。金利上昇は利払い費増加を通じて財政を
圧迫し、中東情勢など外部要因は円安とインフレを加速させる可能性もあ
ります。今後はインフレ、為替、金利を適切に制御しながら、債務の圧縮と
成長投資のバランスを取ることが不可欠であると言えます。
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